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相模原市 市⻑公室 総合政策部 経営監理課
住所︓相模原市中央区中央2-11-15

市役所本庁舎３階
電話︓042-769-9240

相模原市における
公共施設マネジメントの取り組み

令和２年４⽉改訂

〜持続可能な公共施設サービスの提供に向けて〜



序．相模原市のこと（地勢）

2

中央区

人口：２７１，９５２人
面積： ３６．８４ｋ㎡

南区

人口：２７９，３２５人
面積： ３８．１８ｋ㎡

緑区

人口：１７２，０１５人
面積：２５３．８１ｋ㎡

相模原市は、昭和２９年に市として施⾏し、平成１８・１９年の津久井４町と合
併を経て、平成２２年４⽉に政令指定都市となりました。⾸都圏近郊（３０ｋ
ｍ〜６０ｋｍ）に位置し、橋本・相模原・相模⼤野などを中⼼に都市機能が集
積しています。また、神奈川県の⽔がめである相模湖・津久井湖や、丹沢⼭系の
⼭々など、豊かな自然環境を有しています。



1965年～1985年（昭和
40年～60年）までの20年
で30万人以上の増加

序．相模原市のこと（人口）
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２０４１年
人口約６６万人
高齢化率３６％

１９８５年
人口約５５万人
高齢化率６％

２０６５年
人口約５４万人
高齢化率４１％

２０１５年
人口約７２万人
高齢化率２４％

出典：２０１５年国勢調査に基づく相模原市の将来人口推計（平成30年3月）

昭和４０年代から⼈⼝が急増し、２０１９年の７２.3万⼈をピークに⼈⼝減少に
転じます。２０６５年には、現在の３／４まで減少するとともに、⾼齢化率は
４０％を超えます。



序．相模原市のこと（財政）
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歳⼊については、⽣産年齢⼈⼝の減少の影響により、今後、⼤幅な増加は⾒込めま
せん。一方、歳出については、扶助費を中⼼とした義務的経費の増加により、施設の
改修や建替えに必要な投資的経費が減少傾向にあります。

本市歳出の推移（決算額）※単位︓億円

○義務的経費とは・・・市職員の給与などの⼈件費、発⾏した市債の償還にかかる経費である公債費、⽣活保護や障害福祉、
児童福祉などにかかる経費である扶助費を合わせたもので、市が任意に節減することが難しい経費のこと。

○投資的経費とは・・・道路や施設を整備するなど資産形成を伴う経費のこと。

本市歳入の推移（決算額）※単位︓億円



１．公共施設（建築物）のこと
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昭和４０年代から５０年代の⼈⼝急増期に、学校や公⺠館などの多くの公共施
設を整備してきました。昭和６１年までに建設された約６割の施設が既に築３０年
以上を超えており、今後、一⻫にこれらの施設の建替え時期を迎えます。

全体の57.9%が
築３０年超

出典：相模原市公共施設白書
（平成24年3月）

これだけの建物を一⻫
に建て替えるお⾦がある
のか⼼配だな。
その後につくった建物の
修理も必要だし、困った
な。
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出典：相模原市公共施設白書
（平成24年3月）

施設の老朽
化に係る費
用の増加

施設にかけ
られる予算

の減少

新規整備に
専念可能

施設整備の
予算あり

（借入れ含む）

人口急増期 これから人口減少
少子・高齢化

施設の老朽化

これまでの実績から、
今後の改修・更新に
充てられる費用を、
最大１５５億円／年
（５年で７７５億円）と
仮定した場合。

ピーク時には６割程
度の施設しか改修・
更新ができない。

１．公共施設（建築物）のこと
公共施設の⽼朽化に伴う改修・更新（建替え）に必要な費⽤は年々増加し、
２０４１年（令和２３年度）までがピークとなりますが、⼈⼝減少や少⼦⾼齢化
が進む中、今あるすべての施設をこれまでと同じように維持していくことは厳しいことが
推測されます。

775億円
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１．公共施設（建築物）のこと
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一度、公共施設（建築物）をつくると、使わなくなるまでの間、建物の修繕費・改修
費のほか、光熱⽔費や保守費といった施設運営のために必要な経費など、建設にか
けた何倍もの費⽤が必要となります。（ライフサイクルコストの意識）

適切な維持管理ができないと…

建設費

修繕費
改修費

運⽤費
（光熱⽔費等）

保全費
（保守・清掃等）

一般管理費

ライフサイクルコスト（ＬＣＣ）概念図 安⼼して使えないし、ボロ
ボロな施設だと⾏きたくなく
なるわ・・・

外壁剥離・鉄筋爆裂

給水管の錆び

建
設
後
に
か
か
る
費
用



２．公共施設マネジメントの取り組み
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これまで公共施設で提供していたサービスやあり方を⾒直し、施設に関するコストを減
らしつつ、次の世代に過度な負担を残さず、より多くのみなさんに必要とされ、喜ばれ
る公共施設のあり方を考えるための取り組み（公共施設マネジメント）が必要です。
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・⼈⼝減少
・少⼦⾼齢化、⽣産年齢⼈⼝の減少
・コミュニティの希薄化
・格差社会問題 など

人口・社会構造
・コンパクトシティプラスネットワーク
・ＩＣＴの普及
・⾼齢社会への対応
・⼦育て支援の充実 など

時代の変化・ニーズ

工夫しながら、時代に合った、
相模原市らしい施設づくりを
考えよう

今のままで
良いのか
な︖

⽼朽化

相模原市では、公共施設マネジメ
ントの取り組みを進めるための
方針や計画を定めています。



３. 公共施設の保全・利活⽤基本指針
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方針１ サービス・機能の必要性に応じた
サービス提供の適正化

方針３ 建物を⻑期にわたり安全で快適
な状態に維持し、将来コストの平準化を図
るための適切な予防保全の実施

方針５ 受益と負担の適正化、市⺠や地
域との協働の推進

方針７ 専管組織の設置など、全庁的・
総合的な視点から公共施設マネジメントを
実施するための環境整備

方針２ サービス提供に利⽤する施設（建
物）の適正化

方針４ ⺠間委託等の適切な手法を活
⽤した、効率的・効果的な管理運営

方針６ 市⺠の便益向上や収益確保を
図るための未利⽤資産の活⽤

公共施設マネジメントの基本方針

サービスの提供方法の見直
し、人口減少に応じた延床面
積の削減、集約・複合化によ
る延床面積の削減

施設総量の削減

改修サイクルの見直しによ
る効率化・負担の平準化

保全の考え方の見直し

ＰＰＰ／ＰＦＩ等による整備
費・管理運営費の削減

民間活力の活用等

コスト削減方策

今後３０年間で
２０％の延床面積
を削減

延床面積削減目標

これらを組み合わせ、
４割相当のコスト削減
を目指します。

新規施設は、
原則つくらない

学校の改修・
更新の際は、
複合化等を
検討

公共施設白書で明らかとなった4割相当のコスト削減に向け、施設の適正化や⻑寿
命化、⺠間活⼒の活⽤など、今後、公共施設マネジメントに取り組む上での基本方
針やコスト削減などの考え方をまとめました。（平成２５年１０⽉）



①複合化 …設置⽬的が異なる施設を一つの建物に整備

③集約化 …設置⽬的が同じ施設を集約（統廃合）して整備

②多機能化…設置⽬的が異なる施設を、両方の機能を合わせ持つ一つの施設として整備

利用者を限定しない多様な住民活動の場
（諸室を共用して譲り合いながら使用）

公⺠館 まちづくりセンター+ ＝
市民の学習活動の場（貸室） 窓口サービス 別々の施設を合築

公⺠館 まちづくりセンター

共用スペース（廊下、
トイレ等）の削減

●●学習センター ⽼人福祉センター+
高齢者の活動の場

●●●センター＝
青少年の活動の場（貸室）

Ａ小学校 Ｂ小学校+ ＝ ●●小学校
児童（学級）数が少ない 児童（学級）数が少ない 規模の適正化

④転⽤ …使わなくなった建物を他の⽤途として再利⽤

廃校

公⺠館
まちづくりセンター

転用

＝

有効利用
⑤⺠営化 …市で実施していたサービスを⺠間サービスで代替

公⽴保育園 ⺠間保育園⇒
必要に応じて土地や建物を譲渡・貸付

４. 施設のあり方の⾒直し方策
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必要な「機能」や「サービス」を維持しつつ、施設や地域の特性に合った様々な手法を
組み合わせながら、施設総量の削減を⽬指します。



５. 相模原市公共施設マネジメント推進プラン
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延床面積２０％の削減の推進に向け、施設の複合化や集約化など、「施設分類ご
との施設配置の基本的な考え方」、「２２地区ごとの施設配置の方向性」をまとめま
した。（平成２９年３⽉）

参考：城山地区の場合

期間
区分 地域施設 広域施設

第１期
(H29-
31)

相模丘中学校
・施設の劣化状況を確認し、学校規模等を
踏まえながら、更新の在り方を検討

⽢草塚住宅、間の原住宅
・⽼朽化が進んでいる⼩規模住宅として、
利⽤実態や需要を踏まえながら、周辺
の市営住宅との集約化を検討

第２期
(Ｒ2-
11)

城山まちづくりセンター
・地域の拠点としての機能を維持しつつ、窓
⼝サービスの利⽤実態等も踏まえた中で、更
なる拠点性の向上や利便性向上の視点も含
め、周辺施設との複合化や多機能化を検討
川尻小学校、湘南小学校
・学びを中⼼とする地域の交流拠点として、
学校規模や地域特性を踏まえ、施設規模及
び施設の更新を検討
北方⾯隊第３分団第２部
・必要に応じて周辺施設との複合化を検討

城山総合事務所
・津久井地域における⾏政運営の拠点
として、複合施設であるまちづくりセン
ターや公⺠館、保健福祉センターなどの
周辺施設も含めた中で、一体的に公共
施設の再編・再配置を検討

第３期
(Ｒ12-
23)

城山公⺠館など １２施設
・施設規模が⼤きく、地域の拠点となり得る学校施設を中⼼に、その時期における社会情
勢やニーズ、周辺施設の状況等を踏まえながら、複合化や多機能化、集約化を検討



６．これからの取り組み（考えていくこと）
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相模原市では、公共施設マネジメントにおける方針や⽬標、考え方を示してきました。
今後は、施設の状況や地区の特性を踏まえつつ、市⺠の皆さんと情報や課題を共有
し、ともに考える機会を持ちながら、具体的な取り組みを進めていきます。

市⺠、⾏政、⺠間みんなでアイデアを出しながら、公共施設マネジメントをススメましょう︕

公共施設マネジメント推進プラン
（平成２９年３⽉）

公共施設白書
（平成２４年３⽉）

公共施設の保全・利活⽤基本指針
（平成２５年１０⽉）

わかりやすい公共
施設情報の公開

PPP/PFI（公民連
携）の推進

検討段階における
市民参加の仕組み

づくり

モデル事業等にお
ける具体的な取り

組み

公共施設マネジメ
ントの取り組みの

ＰＲ


